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令和 4年度室戸市水道事業会計決算審査意見書 

 

 

第１ 審査の対象 

 

   令和 4年度室戸市水道事業会計決算 

 

第２ 審査の期間 

 

   令和 5年 6月 8日から令和 5年 8月 4日まで 

 

第３ 審査の方法 

 

決算審査にあたっては、市長から提出された決算書類が水道事業の経営成績及び

財政状態を適正に表示しているか、また会計処理が地方公営企業法等関係法令に 

したがって正しく行われているかを検証するため、会計帳簿及び証拠書類との照合、

関係職員に対する事情聴取、その他通常必要と認める審査方法によって総括的に 

実施した。 

ついで本事業の経営内容を把握するため、計数の分析を行い、経済性の発揮及び

公共性の確保を主眼として考察した。 

 

第４ 審査の結果 

 

審査に付された決算報告書、財務諸表及びその他の書類は関係法令に準拠して 

作成されており、計数も正確であり、当年度の経営成績及び当年度末の財政状態を

表示しているものと認められた。 

審査の状況及び意見は次のとおりである。 
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１ 業務の状況 

(1) 業務実績について 

（ア）給水業務の状況 

   

区分 比較増減

項目 (A)－(B)
令和3年度(B) 増減率(％)

普 及 率 ( ％ ) B/A

給 水 戸 数 ( 戸 )

給 水 人 口 ( 人 ) B

総 人 口 ( 人 ) A

11,118 11,382

93.8

11,857 12,163 △ 306 △ 2.52

令和4年度(A)

93.6 0.2 -

△ 264 △ 2.32

6,539 6,644 △ 105 △ 1.58

 

給水人口は 11,118人で前年度と比較して 264人（2.32％）の減、普及率は 93.8％

で、前年度より 0.2ポイント上昇している。 

 

（イ）有収率の状況 

 

区分 比較増減

項目 (A)－(B)

有収率(％)　　　B/A

年間有収給水量(㎥)B

年間総配水量(㎥)　A 1,987,407 2,063,522 △ 76,115 △ 3.69

1,413,604 1,486,345

令和4年度(A) 令和3年度(B) 増減率(％)

△ 72,741 △ 4.89

71.13 72.03 △ 0.90 -
 

年間総配水量は、前年度より 3.69％減少し、年間総有収水量も 4.89％の減と  

なり、有収率は本年度は 71.13％と前年度に比べ 0.9ポイント低下している。 

老朽管の布設替など計画的な漏水対策に万全を期されたい。 

【有収率の推移】 
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(2) 建設改良事業 

                              （税込、単位：円・％）  

区分 比較増減

項目 (A)－(B)

110,312,620 19,936,037 18.07建設改良費

令和4年度(A) 令和3年度(B) 増減率

130,248,657
 

本年度に実施した建設改良事業は、浮津・室津配水管布設替工事他 7 件で、事業費  

総額は 1億 3,024万 8,657円で、前年度と比べ 1,993万 6,037円(18.07％)の増加とな

っている。 

 

(3) 施設の利用状況 

 

区　分 令和4年度(A) 令和3年度(B) 令和2年度 比較増減

項　目 (A) (B) (A)－（B）
増減率（%）

負荷率(％)　　　C/B

施設利用率(％)　C/A

最大稼働率(％)　B/A

一日平均配水量(㎥)　C

一日最大配水量(㎥)　B

一日配水能力(㎥)　　A 16,682

5,445

32.6

16,682 16,682 0 0.00

9,145 9,145 9,145 0 0.00

5,653 5,788 △ 208 △ 3.68

54.8 54.8 54.8 0.0      －

33.9 34.7 △ 1.2      －

59.5 61.8 63.3 △ 2.3      －
 

 

本事業の経営は、施設の利用が効率的に運営されることが重要であり、それぞれの 

比率は大きいほど良好である。    

1日最大配水量は、前年度と同量であり、1日平均配水量は前年度と比較して 208㎥

の減となっている。 

これにより、最大稼働率 54.8％、施設利用率 32.6％、負荷率 59.5％となっている。 
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２ 予算の執行状況 

(1) 事業収支の状況 

   事業収益の予算・決算及び前年度比較（収入）   

      （税込、単位：円・％） 

区分 令和3年度(B)

科目 予算額 決算額 執行率 決算額 増減額 伸び率

営業収益 259,141,000 250,809,350 96.78 263,154,880 △ 12,345,530 △ 4.69

   給水収益 258,999,000 250,570,490 96.75 262,965,580 △ 12,395,090 △ 4.71

   その他の営業収益 142,000 238,860 168.21 189,300 49,560 26.18

営業外収益 33,688,000 36,709,870 108.97 34,993,130 1,716,740 4.91

   受取利息及び配当金 100,000 222,012 222.01 198,911 23,101 11.61

   新設分担金 877,000 1,628,000 185.63 1,508,100 119,900 7.95

   長期前受金戻入 23,128,000 25,451,479 110.05 23,958,945 1,492,534 6.23

消費税及び

地方消費税還付金
1,000 0 － 0 0 －

   他会計繰入金 9,577,000 9,324,681 97.37 9,216,621 108,060 1.17

   雑収益 5,000 83,698 1,673.96 110,553 △ 26,855 △ 24.29

特別利益 0 0 － 0 0 －

過年度損益修正益 0 0 － 0 0 －

合　　計 292,829,000 287,519,220 98.19 298,148,010 △ 10,628,790 △ 3.56

令和4年度(A) 前年度比較

 

 

予算額 2億 9,282 万 9,000円に対して決算額は 2億 8,751 万 9,220 円（前年度 2億

9,814万 8,010円）、執行率は 98.19％（前年度 105.08％）となっており、前年度に比

べ 1,062万 8,790円（3.56％）の減となっている。 
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事業費用の予算・決算及び対前年度比較（支出）     

 （税込、単位：円・％）  

区分 令和3年度(B)

科目 予算額 決算額 執行率 決算額 増減額 伸び率

営業費用 252,731,000 227,356,107 90.0 230,689,004 △ 3,332,897 △ 1.4

　原水及び浄水費 56,155,000 52,099,598 92.8 46,192,815 5,906,783 12.8

　配水及び給水費 69,497,000 50,423,182 72.6 61,252,973 △ 10,829,791 △ 17.7

　総係費 31,113,000 29,559,484 95.0 28,845,947 713,537 2.5

　減価償却費 93,355,000 93,354,127 99.9 92,780,598 573,529 0.6

　資産減耗費 2,611,000 1,919,716 73.5 1,616,671 303,045 18.7

　その他の営業費用 0 0 － 0 0 －

営業外費用 29,552,000 26,052,565 88.2 30,133,979 △ 4,081,414 △ 13.5

　支払利息 19,550,000 19,457,265 99.5 20,391,879 △ 934,614 △ 4.6

　雑支出 2,000 0 － 0 0 －

　消費税 10,000,000 6,595,300 66.0 9,742,100 △ 3,146,800 △ 32.3

特別損失 1,028,000 649,900 63.2 789,820 △ 139,920 △ 17.7

　過年度損益修正損 500,000 121,900 24.4 261,820 △ 139,920 △ 53.4

　その他の特別損失 528,000 528,000 100.0 528,000 0 0.0

予備費 1,000,000 0 － 0 0 －

合　計 284,311,000 254,058,572 89.4 261,612,803 △ 7,554,231 △ 2.9

令和4年度(A) 前年度比較

 

 

予算額 2億 8,431万 1,000円に対して決算額は 2億 5,405万 8,572円(前年度 2億

6,161 万 2,803 円)、執行率は 89.4％(前年度 98.4％）となっている。前年度に比べ

755 万 4,231 円（2.9％）の減となっている。また、不用額は 3,025 万 2,428 円（対   

予算 10.6％）で、主なものは営業費用（配水及び給水費）である。 
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(2) 資本的収支の状況 

  資本的収入の予算・決算及び対前年比較（収入）       

   （税込 単位：円・％）  

区分 令和3年度(B)
科目 予算額 決算額 執行率 決算額 増減額 伸び率

1.補助金 18,569,000 18,569,000 100.0 19,136,000 △ 567,000 △ 3.0

国、県補助金 18,569,000 18,569,000 100.0 19,136,000 △ 567,000 △ 3.0

2.企業債 114,900,000 88,800,000 77.3 72,500,000 16,300,000 22.5

上水道企業債 114,900,000 88,800,000 77.3 72,500,000 16,300,000 22.5

3.負担金 27,500,000 4,885,100 17.8 5,067,700 △ 182,600 △ 3.6

工事負担金 27,500,000 4,885,100 17.8 5,067,700 △ 182,600 △ 3.6

4.繰入金 13,627,000 13,627,000 100.0 13,434,000 193,000 1.4

　他会計繰入金 13,627,000 13,627,000 100.0 13,434,000 193,000 1.4

合　　計 174,596,000 125,881,100 72.1 110,137,700 15,743,400 14.3

令和4年度(A) 前年度比較

 

 

予算額 1億 7,459 万 6,000 円に対して決算額は 1億 2,588 万 1,100 円（前年度 1億

1,013万 7,700円）、前年度に比べ 1,574万 3,400円(14.3％)増で、執行率は 72.1％（前

年度 65.3％）となっている。 

  

  資本的支出の予算・決算及び対前年比較（支出）    

                                  （税込、単位：円・％） 

区分 令和3年度(B)

科目 予算額 決算額 執行率 決算額 増減額 伸び率

1.建設改良 工事費 163,800,000 130,248,657 79.5 110,312,620 19,936,037 18.1

　　原水施設改良費 6,600,000 5,170,000 78.3 6,908,000 △ 1,738,000 △ 25.2

　　配水施設改良費 154,400,000 122,419,000 79.3 102,111,900 20,307,100 19.9

　　 固定資産費 2,800,000 2,659,657 95.0 1,292,720 1,366,937 105.7

2.企業債償還金 85,768,000 85,767,722 99.9 83,223,621 2,544,101 3.1

　　企業債償還金 85,768,000 85,767,722 99.9 83,223,621 2,544,101 3.1

3.予備費 1,000,000 0 － 0 0 －

合　　計 250,568,000 216,016,379 86.2 193,536,241 22,480,138 11.6

令和4年度(A) 前年度比較
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予算額 2 億 5,056 万 8,000 円に対して決算額は 2 億 1,601 万 6,379 円（前年度    

1 億 9,353 万 6,241 円）、執行率は 86.2％（前年度 80.4％）で、不用額は 3,455 万

1,621円（対予算 13.8％)である。 

支出の内訳は、建設改良費 1億 3,024万 8,657円で 1,993万 6,037円の増、企業

債償還金 8,576万 7,722円で、254万 4,101円の増となっている。 

 

水道事業資本的収支補填財源状況            

（税込、単位：円） 

 

令和4年度 令和3年度 令和2年度

125,881,100 110,137,700 112,126,400

216,016,379 193,536,241 192,426,009

△ 90,135,279 △ 83,398,541 △ 80,299,609

90,135,279 83,398,541 80,299,609

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

11,840,787 10,028,420 9,641,860

78,294,492 73,370,121 70,657,749

当 年 度 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

減 債 積 立 金

繰 延 勘 定 償 却 金

損 益 勘 定 留 保 資 金

収　　入　　額

消費税資本的収支調整額

補

　

　

填

　

　

財

　

　

源

計

支　　出　　額

差　　引　　額

 

 

本年度の資本的収支は、外部資金の収入が投資額より少ないため、資本的収入額   

1 億 2,588 万 1,100 円に対し資本的支出額 2 億 1,601 万 6,379 円となっており、     

9,013万 5,279円の不足が生じている。 

この不足額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,184 万 787 円、  

過年度分損益勘定留保資金 7,829万 4,492円で補填されている。 
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（3）そ の 他 

（ア）企業債（予算第 5条） 

 企業債の状況                        （単位：円・％） 

 

区分 前年度末 当年度末

年度 未償還元金 未償還元金

令和4年度 1,641,324,225 88,800,000 122.5 85,767,722 103.1 1,644,356,503 100.2

令和3年度 1,652,047,846 72,500,000 93.1 83,223,621 96.4 1,641,324,225 99.4

令和2年度 1,660,513,395 77,900,000 60.0 86,365,549 96.2 1,652,047,846 99.5

前年度比 前年度比
当年度

借入額
前年度比

当年度

償還額

 

企業債の当年度借入額は 8,880万円（利率 1.4％）で財政融資資金を借り入れて

おり、予算第 5 条に定められた借入限度額（1 億 1,490 万円利率 3.0％以内）の   

範囲内の執行である。 

 

（イ）一時借入金（予算第 6条） 

   前年度残高は 0円、当年度借入限度額は 8,000万円、当年度一時借入はなされて

いない。 

 

（ウ）予定支出の各項の経費の流用（予算第 7条） 

   予算に定めた金額の流用は、収益的支出の営業費用と営業外費用との各項の間で

ある。当年度は各項の間においての流用は 0円である。 

 

（エ）議会の議決を経なければ流用することのできない経費（予算第 8条、決算書 P12） 

   予算第 8 条に定められた流用禁止の経費 5,046 万 4 千円は職員給与費であり、 

その執行額（税込）は 4,444万 5,857円（前年度 4,822万 3,475円）で、不用額は

601万 8,143円となっている。 

 

（オ）棚卸資産の購入限度額（予算第 9条） 

   棚卸資産の購入額は 282万 345円で、予算第 9条に定められた購入限度額 500万

円の範囲内の執行である。 
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３ 経営成績 

 経営収支状況                      （税抜、単位：円・％） 

区 分

年 度 金　額 前年度比 金　額 前年度比

令和4年度 264,470,970 96.5 240,666,251 98.1 23,804,719 109.9

令和3年度 273,987,830 94.8 245,301,466 104.0 28,686,364 111.7

令和2年度 288,877,999 102.6 235,794,646 96.6 53,083,353 122.5

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ）
差引純利益

総収支比率

（Ａ／Ｂ）

 

 総収益は 2億 6,447万 970円で前年度に比べ 951万 6,860円（3.5％）の減、総費用

は 2億 4,066万 6,251円で前年度に比べ 463万 5,215円（1.9％）の減となっている。 

 その結果 2,380万 4,719円（前年度 2,868万 6,364円）の純利益となっている。 

 総収支比率は 109.9％で前年度に比べて 1.8ポイントの減となっている。 

  

 経常収支比率及び営業収支比率 

   

　年　度 令和3年度

区　分 類似団体平均
令和4年度 令和3年度 令和2年度

110.2 112.0 123.2 110.25

103.5 106.8 118.7 88.61営業収支比率（％)

経常収支比率（％)

 

(1) 経常収支 

総収益から特別利益を除いた経常収益は 2億 6,447万 970円（前年度 2億 7,398万

7,830円）で、前年度に比べ 951万 6,860円（3.5％）の減となっている。 

総費用から特別損失を除いた経常費用は、2億 4,002万 7,401円（前年度 2億 4,453

万 5,466円）で、前年度に比べ 450万 8,065円（1.8％）の減となっている。 

その結果、経常利益 2,444万 3,569円を生じている。 

経常収支比率は 110.2％（前年 112.0％）で、前年度に比べ 1.8 ポイント低く    

なっている。 

 

(2) 営業収支 

営業収益は 2 億 2,790 万 9,950 円（前年度 2 億 3,913 万 1,800 円）で、前年度に   

比べ 1,122万 1,850円（4.7％）の減となっている。 

また、営業費用は 2億 2,027万 5,235円（前年度 2億 2,396万 4,008円）で、前年
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度に比べ 368万 8,773円（1.65％）の減となっている。 

  その結果、営業収支は 763万 4,715円（前年度 1,516万 7,792円）の黒字であり、

前年度に比べ 49.7％低くなっている。 

  また、営業収益（営業収益－受託工事収益）と営業費用（営業費用－受託工事費用）

を対比した営業収支比率は 103.5％(前年度 106.8％)で、前年度に比べ 3.3 ポイント 

低くなっている。 

 

(3) 営業外収支 

営業外収益は 3,656万 1,020円（前年度 3,485万 6,030円）で、前年度に比べ 170

万 4,990円（4.9％）の増となっている。 

また、営業外費用は 1,975万 2,166円（前年度 2,057万 1,458円）で、前年度に比

べ 81万 9,292円（4.0％）の減となっている。 

結果、営業外収支は 1,680万 8,854円（前年度 1,428万 4,572円）となっている。 

 

(4) 特別損失 

特別損失は、63万 8,850円（前年度 76万 6,000円）となっている。 

 

(5) 供給単価と給水原価の状況                  

 （単位：円・％） 

 

令和3年度

金　額 前年度対比 金　額 前年度対比 金　額 前年度対比 類似団体平均

161.06 100.2 160.76 99.9 160.96 100.0 157.42

151.79 102.3 148.40 111.3 133.31 92.6 169.58

9.26 ―　　 12.36 ―　　 27.65 ―　　 △ 12.16

供給単価　　　Ａ

給水原価　　　Ｂ

販売損益　Ａ－Ｂ

区 分

令和2年度令和4年度　年 度 令和3年度

 

 供給単価は 161円 6銭で前年度に比べて 30銭（0.2％）高くなっており、給水原価は

151円 79銭で、前年度に比べ 3円 39銭（2.3％）高くなっている。 
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（6）水道料金収納状況                     （税込、単位：円・％） 

 

令和

4

年度

令和

3

年度

平成

2

年度

平成

元

年度

平成

30

年度

平成

29

年度

288,860,790 268,311,100 26,900 20,522,790 92.9

269,076,890 263,358,430 0 5,718,460 97.9

19,783,900 4,952,670 26,900 14,804,330 25.0

20,521,730 5,326,289 700,010 14,495,431 26.0

298,363,880 278,693,089 700,010 18,970,781 93.4

282,191,371 264,790,280 241,270 17,159,821 93.8

277,842,150 273,366,800 0 4,475,350 98.4

19,559,460 4,871,900 96,750 14,590,810 24.9

277,589,040 272,380,170 0 5,208,870 98.1

283,553,940 278,304,730 0 5,249,210 98.1

297,148,500 277,252,070 96,750 19,799,680 93.2

303,548,590 283,339,010 650,120 19,559,460 93.3

19,994,650 5,034,280 650,120 14,310,250 25.2

現年度

過年度

合計

現年度

過年度

合計

現年度

過年度

合計

現年度

過年度

合計

合計

99.0

過年度 18,959,211 4,154,290 241,270 14,563,651 21.9

268,051,861 251,368,540 749,210 15,934,111 93.8

現年度 263,232,160 260,635,990 0 2,596,170

248,231,070 0 2,725,110 98.9

17,095,681 3,137,470 749,210 13,209,001 18.4

不納欠損額（C）
収納未済額

（A）-（B）-（C）
収納率

合計

現年度

過年度

調定額（A） 収納額（B）

250,956,180

 

 

収納未済額の推移 
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 当年度収納率は 93.8％と前年度と同率であり、当年度末の未収金は 1,593 万 4,111

円で、前年と比べ 122 万 5,710 円減少している。今後も滞納整理マニュアルに基づき、

より効率的な徴収強化に努め、善良な市民との均衡を失することのなきよう、未収金の

縮減に一層精進されたい。 

また、不納欠損額 74 万 9,210 円は、室戸市私債権の管理に関する条例の規定により   

私債権の放棄を実施したもの 21 件、73 万 2,950 円及び時効の援用によるもの 2 件、   

1万 6,260円である。 

 

(7) 職員数と事業の状況 

年 度 令和3年度

区 分 類似団体平均

現在給水人口

損益勘定所属職員

年間総有収水量

損益勘定所属職員

損益勘定所属職員

職員給与費対 職員給与費

営業収益比率(%)

令和4年度 令和3年度 令和2年度 備　考

職員1人当たり
給水人口 (人)

1,390     1,423     1,958     1,906     

職員1人当たり
有収水量 (㎥)

176,701   185,793   260,894   261,802   

職員1人当たり
営業収益（千円）

28,489    29,891    42,021    42,208    
営業収益－受託工事収益

19.32     19.86 18.32 14.63     
営業収益－受託工事収益  

 

職員（8 人）と業務量の関係は事業の生産性を表すものであり、これらの数値は   

大きいほど良好である。 

職員１人当たりの給水人口は前年度と比べ 33 人（2.3％）の減、職員 1 人当たりの  

有収水量は前年度 185,793 ㎥に比べ 9,092 ㎥（4.9％）の減、職員 1 人当たりの営業   

収益は前年度と比べ 1,402万円（4.7％）の減となっている。 

各々、全国類似団体平均値を下回っていることは、労働生産性が低いことを示して 

いる。 

営業収益に対する職員給与費の比率は前年度に比べ 0.54 ポイントの減となっている

が、全国類似団体平均値より 4.69 ポイント高い数値となっており、労働生産性が低い

ことを示している。 
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４ 財政状態 

(1) 資産 

資産の状況についてみると、資産総額は 31 億 8,788 万 2,849 円（前年度 31 億

9,262万 9,634円）で、前年度に比べ 474万 6,785円（0.15％）の減となっており、

その構成比率は固定資産 83.0％（前年度 82.1％）、流動資産 17.0％（前年度 17.9％）

となっている。 

 

(ア) 固定資産 

・有形固定資産は 26億 4,596万 6,415円（前年度 26億 2,283万 2,388円）で、    

前年度に比べ 2,313万 4,027円（0.88％）の増となっている。 

 

・無形固定資産については前年度と変更なく電話加入権の 2万円のみである。 

 

(イ) 流動資産 

流動資産は 5億 4,189万 6,434円（前年度 5億 6,977万 7,246円）で、前年度

に比べ 2,788万 812円（4.9％）の減となっている。その主な要因は、未収金 1,927

万 519円（30.4％）の減によるものである。 

流動資産の内訳は、現金預金 4億 8,859万 5,279円、未収金 4,402万 6,102円、 

貯蔵品 634万 9,053円、その他流動資産 2,926,000円となっている。 

貯蔵品については、令和 5年 4月 28日棚卸監査を実施した。その結果、前年度

末現在高は 575万 7,043円で、本年度仕入高は 256 万 3,950円、本年度使用額は

210万 7,178円である。当年度末残高は 621万 3,815円で給配水工事の各種材料、

量水器等となっている。今後においても十分な管理を実施されたい。 
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未収金 

  未収金の内訳                             （税込、単位：円・％） 

年 度

令和4年度 令和3年度 増減額 増減率 令和4年 令和3年

25,258,792 26,373,721 △ 1,114,929 △ 4.2 81.6 85.2

給水収益（現年＋過年） 15,934,111 17,159,821 △ 1,225,710 △ 7.1 77.6 83.6

現年度給水収益 2,725,110 2,596,170 128,940 5.0 47.7 45.4

過年度給水収益 13,209,001 14,563,651 △ 1,354,650 △ 9.3 89.2 98.4

消費税還付金 0 0 0 ― ― ―

新設分担金 0 0 0 ― ― ―

一般会計繰入金 9,324,681 9,213,900 110,781 1.2 102.1 100.9

その他営業収益 0 0 0 ― ― ―

雑収益 0 0 0 ― ― ―

18,512,100 37,637,700 △ 19,125,600 △ 50.8 56.1 114.0

補助金 0 19,136,000 △ 19,136,000 △ 100.0 0.0 112.9

負担金 4,885,100 5,067,700 △ 182,600 皆増 142.1 皆減

一般会計繰入金 13,627,000 13,434,000 193,000 1.4 107.9 106.4

43,770,892 64,011,421 △ 20,240,529 △ 31.6 68.4 100.0

（注）すう勢比率は令和元年度を基準年度とする

科 目

1.事業収益

2.資本的収入

合　　計

未収金 前年度比較 すう勢比率

 

 

未収金の当年度末残高は 4,377万 892円（前年度 6,401万 1,421円）で、前年度に

比べ 2,024万 529円（31.6％）の減となっている。 

その内容としては、事業収益 111万 4,929円の減、資本的収入 1,912万 5,600円の

減によるものである。 

 

(2) 負債及び資本 

   負債及び資本の状況についてみてみると、その構成比率は、負債 63.9％（前年

度 64.7％）、資本 36.1％（前年度 35.3％）となっている。 
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(2)-1 負債 

  当年度負債総額は 20 億 3,591万 9,889 円で、前年度に比べ 2,855 万 1,504 円   

減少している。 

 （ア）固定負債 

   固定負債 15 億 5,326 万 5,374 円は、主に企業債 15 億 5,247 万 1,333 円で   

ある。 

 

 （イ）流動負債 

流動負債 1億 228万 6,930円は、主に企業債 9,188万 5,170円である。 

 

（ウ）繰延収益 

    繰延収益は、3億 8,036万 7,585円（前年度 3億 7,117万 9,217円）である。 

 

 企業債の現在高の推移                      （単位：円・％） 

 

区 分
年 度 増　減　額 増減率

　　※指数は平成24年度を基準とする。

1.6

1,580,390,019

41,274,558104.51,496,765,284

0.1

0.0

5.5

40,094,083

110.3 81,964,012

1,455,490,726 101.6 22,643,901

2.5

△ 3.8△ 56,444,120100.0

104.5 517,752

2.8

1,142,971104.6

113.1

0.2

1,652,047,846 115.3 △ 8,465,549 △ 0.5

3,032,278

1,641,324,225 114.5 △ 10,723,621 △ 0.6

1,660,513,395 115.9

令和3年度

指　数
前 年 度 比 較

平成27年度

平成26年度

平成25年度

令和2年度

令和4年度 1,644,356,503 114.8

40,029,293 2.5

平成24年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

現　在　高

1,497,283,036

1,620,484,102

1,432,846,825

1,498,426,007
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(2)-2 資本 

当年度資本総額は 11億 5,196万 2,960円で、前年度に比べ 2,380万 4,719円   

増加している。 

(ア) 資本金                                              

当年度末資本金は 6億 6,745万 5,258円で、前年度と同額となっている。 

（イ）剰余金 

   当年度剰余金は 4億 8,450万 7,702円（前年度 4億 6,070万 2,983円）となって

いる。 

   剰余金は資本剰余金と利益剰余金に区別され、資本剰余金は 61 万 3,359 円で  

前年度と同額になっている。 

利益剰余金は 4億 8,389万 4,343円（前年度 4億 6,008万 9,624円）で、前年度

に比べ 2,380万 4,719円（5.2％）の増となっている。 

   当年度未処分利益剰余金 2 億 7,507 万 961 円の処分は、繰越利益剰余金とする  

こととしている。 

 

（3）経営分析 

  財政状態構成比率                        (単位：％) 

 

年 度 令和3年度

項 目 類似団体平均

83.00 83.5682.15

51.38

83.25

48.72 48.82 50.18 25.15

46.96 46.60 45.64

令和4年度

71.44
自 己 資 本

構 成 比 率

固 定 負 債

構 成 比 率

固 定 資 産

構 成 比 率

令和3年度 令和2年度 令和元年度

85.24

48.07

 

固定資産構成比率は総資産に対する固定資産の占める割合で、低率なほど良好  

とされ、当年度は 83.0％で前年度に比べ 0.85ポイント高くなっている。 

  固定負債構成比率は総資本に対する固定負債の占める割合で、小さい比率ほど良好

である。当年度は 48.72％で前年度に比べ 0.1ポイント低くなっている。 

  自己資本構成比率は総資本に対する自己資本の占める割合で、50％以上が望ましい

とされている。当年度は 48.07％と前年度に比べ 1.11ポイント改善されている。 
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財務比率                           (単位：％) 

 

年 度 令和3年度

項 目 類似団体平均

流 動 比 率 529.78 423.59 510.54 496.31 491.30

当 座 比 率 520.71 419.21 504.24 490.53 484.31

現金預金比率 477.67 372.15 445.27 421.42

固 定 比 率 172.68 174.93 179.31 186.76 116.53

令和4年度 令和3年度 令和2年度 令和元年度

 

流動比率は、1 年以内に現金化できる資産と支払う必要がある負債を比較するもの

で、一般的には 200％以上が良好とされ、当年度は 529.78％で前年度に比べ 106.19  

ポイント高くなっている。 

当座比率は、流動負債に対する流動資産のうち容易に現金化しうる当座資産の  

割合で 100％以上が良好とされ、当年度は 520.71％で前年度に比べ 101.5 ポイント  

高くなっている。 

現金預金比率は流動負債に対する現金預金の割合で、大きいほど支払能力があり 

良好とされ、当年度は 477.67％で前年度に比べ 105.5ポイント高くなっている。 

固定比率は、固定資産に対する自己資本の割合で 100％以下が理想であり、当年度

は 172.68％で前年度に比べ 2.25ポイント改善されている。 

 

企業の活動性の回転率                     (単位：回・％) 

 

年 度 令和3年度

項 目 類似団体平均

自己資本回転率 0.150 0.162 0.176 0.180 0.112

固定資産回転率 0.087 0.091 0.096 0.096 0.096

減 価 償 却 率 3.76 3.77 3.73 3.53 4.46

令和4年度 令和3年度 令和2年度 令和元年度

 

回転率は、資本や資産の効率的な運用を表すものであり、それぞれの比率は大きい

ほど良好である。 

 自己資本回転率は、自己資本に対する営業収益の比率で、この比率が高いほど  

自己資本の活用が行われており、当年度は 0.150で前年度に比べ 0.012減少している。 

  固定資産回転率は、固定資産に対する営業収益の比率で、この比率が低いことは 

固定資産への投資が大きく、当年度は 0.087で前年度に比べ 0.004減少している。 
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 減価償却率は、減価償却費を固定資産の帳簿価格と比較することによって、固定資産

に投下された資本の回収状況をみるもので、当年度は 3.76％で前年度と比べ 0.01   

ポイント低くなっている。 

 

料金収入（給水収益）に対する比率                (単位：％) 

 

年 度 令和3年度

項 目 類似団体平均

企業債償還元金 37.67 34.83 34.28 36.32 32.80 26.85

企業債利息 8.55 8.53 8.61 9.70 9.96 5.29

企業債元利償還金 46.20 43.39 42.89 46.02 42.80

職員給与費 19.34 19.87 18.33 18.23 18.75 14.98

令和4年度 令和3年度 令和2年度 令和元年度 平成30年度

 

 

料金収入に対するそれぞれの割合を示すもので、これらの比率は低いことが   

望ましい。 

  当該年度の企業債元利償還金は 1 億 522 万 4,987 円(前年度 1 億 361 万 5,500 円)

で、前年度に比べ 160万 9,487円の増となっており、料金収入に対する比率は 46.20％

で前年度に比べ 2.81ポイントの増となっている。 

  また、職員給与費比率は当年度 19.34％(前年度 19.87％)で、前年度に比べ   

0.53ポイントの減となっている。 
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５ むすび 

 以上が令和 4年度水道事業会計決算の概要である。 

経営状況についてみると、事業収益 2億 6,447万 970円（消費税抜）に対し事業費用

は 2 億 4,066 万 6,251 円（消費税抜）であり、事業収支で 2,380 万 4,719 円の純利益  

（前年度 2,868万 6,364円）となっている。 

 資本的収支は、建設改良費 1 億 3,024 万 8,657 円（消費税込）及び企業債償還金  

8,576万 7,722円で、支出総額は 2億 1,601万 6,379円となり、これに対する収入総額

は補助金及び企業債等の 1 億 2,588 万 1,100 円である。収入額が支出額より不足する 

9,013万 5,279円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,184万 787円、

過年度分損益勘定留保資金 7,829万 4,492円で補填されている。 

有収率については、当該年度は 71.13％であり、前年度比 0.9 ポイント低くなって  

いる。漏水調査の効率的な実施により有収率の向上に努められたい。 

また、導送配水管延長 176.8㎞のうち、室戸地区において ACP（石綿）管が約 2.3㎞

残っており、計画的な布設替工事の実施により早期の解消を図られたい。 

現年度水道料金の徴収率については 98.9％で、対前年度比で 0.1 ポイントの減少と

なっており、過年度においては 18.4％で、対前年度比で 3.5 ポイントの減少となって

いる。全体の徴収率は 93.8％で、前年度と同率となっている。 

給水停止措置は 19 件で、前年度より 1 件減となっている。未収金を抑制するうえ  

からも、滞納整理マニュアルの厳格な運用を図り、今後においても滞納状況を十分把握

し、公正・公平性を確保するためにも、より一層の徴収率の向上を図られたい。 

本年度も人口減少に伴う給水人口、給水戸数の減少により、給水収益も減少し当年度

純利益は 2,380万 4,719円計上しているが、昨年度に比べ 488万 1,645円減少する等、

経営状況は年々厳しくなっている。 

今後に於いても物価や動力費等の高騰が予想されており、有収率やコストを意識した

効率的な事業運営に取り組み、市民生活を営む上で欠かすことのできない水道水の安定

供給に努められたい。 

 

 

 


